
　　②　軌道停留場を使用した役務の提供の方法に関し法第八条第二項及び第三項の主務省令で定める
　　　基準を遵守するために必要な措置

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

・高齢者，障害
者に対する乗降
介助訓練の実施

・高齢者，障害者等の乗降支援の方法に関する教育訓練を
継続的に実施する。

・2021年度は乗務員指導
者を対象に車イス使用者
の乗降補助訓練を実施し
た。

　　⑤　移動等円滑化を図るために必要な教育訓練

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

・乗務員に対す
る乗降支援の研
修

・障害者（車イス）の乗降支援について研修を行う。

・2021年度は乗務員指導
者を対象に車イス使用者
の乗降補助訓練を実施し
た。

　　④　高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる情報の提供

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

該当なし

　　③　高齢者、障害者等が公共交通機関を利用して移動するために必要となる乗降についての介助、
　　　旅客施設における誘導その他の支援

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）
前年度の実施状況

・乗務員に対す
る乗降支援の研
修（乗降介助訓
練）

・交通誘導員の
配置

・事故防止研修時に障害者に対する乗降訓練を実施する。

・工事期間中の営業時間内について，交通誘導員を配置す
ることで，安全な経路に適切に誘導する。

・2021年度は乗務員指導
者を対象に車イス使用者
の乗降補助訓練を実施し
た。

・該当なし

対象となる軌道
停留場

現行計画の内容
（計画対象期間及び事業の主な内容）

前年度の実施状況

・十字街電停
・2023年度末までに，電停の有効幅員を1.5ｍに拡幅し，
スロープを設置する。

・道路管理者および交通
管理者と協議を実施し
た。
また，計画期間を2024年
度末までに変更した。

　　①　軌道停留場を公共交通移動等円滑化基準に適合させるために必要な措置

第４号様式（日本産業規格Ａ列４番）

移動等円滑化取組報告書（軌道停留場）

（2021年度）

　　 住　　所　北海道函館市末広町5番14号
　 　事業者名　函館市企業局
　　 代表者名　公営企業管理者　企業局長　　　　　　　
　　　　　　　 田畑　浩文　

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第９条の５の規定に基づき、次のとおり報告します。

Ⅰ　前年度の移動等円滑化取組計画書の内容の実施状況

　（１）移動等円滑化に関する措置の実施状況



　（３）報告書の公表方法

前年度の実施状況

・インターネッ
トによるバリア
フリー情報「ら
くらくおでかけ
ネット」の活用

・旅客施設等の利用者に対する情報提供の内容を更新
・情報提供内容の確認を
行
った。

　（４）その他

　（２）移動等円滑化の促進を達成するために（１）と併せて講ずべき措置の実施状況

取組の取り扱い部署について
・バリアフリー化は関係する部署が多いことから、ハード面については施設課，ソフト面については
事業課がそれぞれ主管を務めた。

インターネットの利用（ＨＰに掲載）

　　⑥　高齢者、障害者等が高齢者障害者等用施設等を円滑に利用するために必要となる適正な配慮に
　　　ついての軌道停留場の利用者に対する広報活動及び啓発活動

対　策
現行計画の内容

（計画対象期間及び事業の主な内容）



軌道停留
場の名称

路線名 所在都
道府県
市町村

一日当
たりの
利用者
数

有人停
留場、
無人停
留場の
別

公共交
通移動
等円滑
化基準
省令適
合の有
無

段差へ
の対応

乗降場
の数

段差が解
消されて
いる乗降
場の数

エレベ
ーター
の設置
基数

エスカ
レータ
ーの設
置基数

その他
の昇降
機の設
置基数

傾斜路
の設置
箇所数

視覚障害
者誘導用
ブロック
の設置の
有無

案内設
備の設
置の有
無

障害者
対応型
便所の
設置の
有無

障害者
対応型
改札口
の設置
の有無

障害者対応
型券売機の
設置の有無

車椅子使
用者の円
滑な乗降
が可能な
乗降場の
数

転落
防止
のた
めの
設備
の設
置の
有無

駅 線 県　市 人 基
（　）

基
（　）

基 箇所
（　）

湯の川 湯の川線
函館市 878 〇 〇 2 2 2 (2) － － －

湯の川温泉 湯の川線
函館市 373 〇 〇 2 2 2 (1) － － － 1

函館アリーナ 湯の川線
函館市 718 〇 2 2 (0) － － －

駒場車庫前 湯の川線
函館市 143 〇 2 － － －

競馬場前 湯の川線
函館市 297 〇 〇 〇 2 2 2 (2) 〇 － － － 2

深堀町 湯の川線
函館市 758 〇 2 － － －

柏木町 湯の川線
函館市 625 〇 2 － － －

杉並町 湯の川線
函館市 463 〇 2 2 (0) － － －

五稜郭公園前 湯の川線
函館市 2187 〇 〇 〇 2 2 2 (2) 〇 － － － 2

中央病院前 湯の川線
函館市 390 〇 〇 〇 2 2 2 (2) 〇 － － － 2 〇

千代台 湯の川線
函館市 316 〇 〇 〇 2 2 2 (2) 〇 － － － 2 〇

堀川町 湯の川線
函館市 321 〇 2 － － －

昭和橋 湯の川線
函館市 397 〇 〇 2 2 2 (2) 〇 － － － 2

千歳町 湯の川線
函館市 186 〇 2 － － －

新川町 湯の川線
函館市 240 〇 2 － － －

松風町 湯の川線
函館市 747 〇 〇 〇 2 2 2 (2) 〇 － － － 2 〇

函館駅前 本線
函館市 1973 〇 〇 〇 2 2 2 (2) 〇 － － － 2

市役所前 本線
函館市 275 〇 〇 〇 2 2 2 (2) 〇 － － － 2

魚市場通 本線
函館市 309 〇 〇 〇 2 2 2 (2) 〇 － － － 2

十字街 本線
函館市 1218 〇 2 4 (0) － － －

末広町 本線
函館市 390 〇 2 － － －

大町 本線
函館市 215 〇 2 － － －

函館どつく前 本線
函館市 322 〇 2 － － －

宝来町
宝来谷地

線

函館市 200 〇 〇 〇 2 2 2 (2) 〇 － － － 2

青柳町
宝来谷地

線

函館市 137 〇 2 － － －

谷地頭
宝来谷地

線

函館市 412 〇 〇 2 2 3 (3) － － －

(合計)
計
停留場

26
停留場

9
停留場

13
停留場

52 26 基
（　）

基
（　）

基
35箇所
（26）

10
停留場

停留場 停留場 停留場 停留場
11

停留場

3
停留
場

Ⅲ　高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行規則第６条の２で定める要件に関する事項

（１）過去３年度における１日当たりの平均利用者数が３万人以上の軌道停留場を設置又は管理し
　　　ている。

（２）過去３年度における１日当たりの平均利用者数が3000人以上３万人未満の軌道停留場を設置
　　　又は管理していて、かつ以下のいずれかに該当する。
　　　①中小企業者でない。
　　　②大企業者である公共交通事業者等が自社の株式を50％以上所有しているか、又は自社に対
　　　　し50％以上出資している中小企業者である。

（２０２２年３月３１日現在）

Ⅱ　軌道停留場の移動等円滑化の達成状況（軌道停留場ごとに記入）



（第４号様式）

  20．「大企業者」とは、中小企業者以外の民間事業者を指す。

　９．その他の昇降機の設置基数の欄には、エレベーター及びエスカレーター以外の昇降機の設置基数を記入し、（合計）
　　には、その合計数を記入すること。

　10．傾斜路の設置箇所数の欄には、当該停留場に設置された傾斜路の総数を記入し、同欄の括弧内には、公共交通移動等
　　円滑化基準省令第４条第６項及び第６条の基準に適合する傾斜路の数を記入し、（合計）には、それぞれの合計数を記
　　入すること。

　11．視覚障害者誘導用ブロックの設置の有無の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令第９条の基準に適合している場合
　　に○印を記入し、（合計）には、○印の合計数を記入すること。

　12．案内設備の設置の有無の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令第10条から第12条までの基準に適合している場合に
　　○印を記入し、（合計）には、○印の合計数を記入すること。

　13．障害者対応型便所の設置の有無の欄には、当該停留場に便所が設置されていない場合は―印を、便所が設置されてお
　　り、かつ、障害者対応型便所が設置されていない場合は×印を、障害者対応型便所が設置されている場合は○印を記入
　　し、（合計）には、○印の合計数を記入すること。

　14．障害者対応型改札口の設置の有無の欄には、当該停留場に改札口が設置されていない場合は―印を、改札口が設置さ
　　れており、かつ、障害者対応型改札口が設置されていない場合は×印を、障害者対応型改札口が設置されている場合は
　　○印を記入し、（合計）には、○印の合計数を記入すること。

　15．障害者対応型券売機の設置の有無の欄には、当該停留場に券売機が設置されていない場合は―印を、券売機が設置さ
　　れており、かつ、障害者対応型券売機が設置されていない場合は×印を、障害者対応型券売機が設置されている場合は
　　○印を記入し、（合計）には、○印の合計数を記入すること。

　16. 車椅子使用者の円滑な乗降が可能な乗降場の数の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令第22条において準用する公
　　共交通移動等円滑化基準省令第20条第１項第１号から第３号までの基準に適合している乗降場の数を記入し、（合計）
　　には、その合計数を記入すること。

　17．転落防止のための設備の設置の有無の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令第22条において準用する公共交通移動
　　等円滑化基準省令第20条第１項第６号から第８号までの基準に適合している場合に○印を記入し、（合計）には、○印
　　の合計数を記入すること。

　18．Ⅲについては、該当する場合には右の欄に○印を記入すること。　

  19．「中小企業者」とは、資本金の額が３億円以下又は従業員数が300人以下である民間事業者を指す。

　８．エスカレーターの設置基数の欄には、当該停留場に設置されたエスカレーターの総数を記入し、同欄の括弧内には、
　　公共交通移動等円滑化基準省令第４条第９項の基準に適合するエスカレーターの設置基数を記入し、（合計）には、そ
　　れぞれの合計数を記入すること。

注１．複数の路線が乗り入れる停留場は１停留場として計上し、路線名の欄に当該複数の路線名を記入すること。

　２．有人停留場、無人停留場の別の欄には、当該停留場が無人停留場である場合に○印を記入し、（合計）には、○印の
　　合計数を記入すること。

　３．公共交通移動等円滑化基準省令適合の有無の欄には、当該停留場が公共交通移動等円滑化基準省令の全ての基準に適
　　合している場合に○印を記入し、（合計）には、○印の合計数を記入すること。

　４．段差への対応の欄には、公共交通移動等円滑化基準省令第４条及び第22条にて準用する第18条の２の基準に適合して
　　いる場合に○印を記入し、（合計）には、○印の合計数を記入すること。

　５．乗降場の数の欄には、当該停留場に設置されている乗降場の総数を記入し、（合計）には、その合計数を記入するこ
　　と。

　６．段差が解消されている乗降場の数の欄には、停留場の出入口とそれぞれの乗降場との間の経路の段差が解消されてい
　　る乗降場の数を記入し、（合計）には、その合計数を記入すること。

　７．エレベーターの設置基数の欄には、当該停留場に設置されたエレベーターの総数を記入し、同欄の括弧内には、公共
　　交通移動等円滑化基準省令第４条第７項の基準に適合するエレベーターの設置基数を記入し、（合計）には、それぞれ
　　の合計数を記入すること。


